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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成21年６月24日に提出いたしました第59期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の有価証券報告書の添付書類の一部に誤りがありましたので、これを訂正す

るため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

2 【訂正事項】

「第５．経理の状況、２．財務諸表等、表示方法の変更」

 

3 【訂正箇所】

訂正前

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

 （貸借対照表）

機材関連報奨債権

前事業年度において区分掲記していた「機材関連報奨

債権」（当事業年度1,849百万円）は資産総額の100分の１

以下となったため、当事業年度より流動資産「その他」に

含めて表示することとした。

デリバティブ債権（固定資産）

「デリバティブ債権（固定資産）」は資産総額の100分の

１を超えたため、当事業年度より区分掲記すること

とした。なお、前事業年度は投資その他の資産「その他」に

8,707百万円含まれている。

デリバティブ債務（流動負債）

「デリバティブ債務（流動負債）」は負債及び純資産

の合計額の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲

記することとした。なお、前事業年度は流動負債「その他」

に261百万円含まれている。

 （貸借対照表）

未収入金

前事業年度において区分掲記していた「未収入金」

（当事業年度11,422百万円）は資産総額の100分の１

以下となったため、当事業年度より流動資産「その

他」に含めて表示することとした。

デリバティブ債権（流動資産）

前事業年度において区分掲記していた「デリバティブ

債権（流動資産）」（当事業年度3,918百万円）は資

産総額の100分の１以下となったため、当事業年度より

流動資産「その他」に含めて表示することとした。

デリバティブ債権（固定資産）

前事業年度において区分掲記していた「デリバティブ

債権（固定資産）」（当事業年度536百万円）は資産

総額の100分の１以下となったため、当事業年度より固

定資産「その他」に含めて表示することとした。

リース債務（流動負債）

「リース債務（流動負債）」は財務諸表等規則の改正

に伴い、当事業年度より区分掲記することとした。な

お、前事業年度は流動負債「未払金」に18,902百万円

含まれている。

リース債務（固定負債）

「リース債務（固定負債）」は財務諸表等規則の改正

に伴い、当事業年度より区分掲記することとした。な

お、前事業年度は固定負債「長期未払金」に4,143百万

円含まれている。

デリバティブ債務（固定負債）　

「デリバティブ債務（固定負債）」は負債純資産合計

の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲記す

ることとした。なお、前事業年度は固定負債「その他」

に5,857百万円含まれている。
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訂正後

前事業年度

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

 （貸借対照表）

機材関連報奨債権

前事業年度において区分掲記していた「機材関連報奨債

権」（当事業年度1,849百万円）は資産総額の100分の１以

下となったため、当事業年度より流動資産「その他」に含

めて表示することとした。

デリバティブ債権（固定資産）

「デリバティブ債権（固定資産）」は資産総額の100分の

１を超えたため、当事業年度より区分掲記すること

とした。なお、前事業年度は投資その他の資産「その他」に

8,707百万円含まれている。

デリバティブ債務（流動負債）

「デリバティブ債務（流動負債）」は負債及び純資産

の合計額の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲

記することとした。なお、前事業年度は流動負債「その他」

に261百万円含まれている。

 （貸借対照表）

未収入金

前事業年度において区分掲記していた「未収入金」

（当事業年度11,422百万円）は資産総額の100分の１

以下となったため、当事業年度より流動資産「その

他」に含めて表示することとした。

デリバティブ債権（流動資産）

前事業年度において区分掲記していた「デリバティブ

債権（流動資産）」（当事業年度3,918百万円）は資

産総額の100分の１以下となったため、当事業年度より

流動資産「その他」に含めて表示することとした。

デリバティブ債権（固定資産）

前事業年度において区分掲記していた「デリバティブ

債権（固定資産）」（当事業年度536百万円）は資産

総額の100分の１以下となったため、当事業年度より固

定資産「その他」に含めて表示することとした。

リース債務（流動負債）

「リース債務（流動負債）」は財務諸表等規則の改正

に伴い、当事業年度より区分掲記することとした。な

お、前事業年度は流動負債「未払金」に4,143百万円含

まれている。

リース債務（固定負債）

「リース債務（固定負債）」は財務諸表等規則の改正

に伴い、当事業年度より区分掲記することとした。な

お、前事業年度は固定負債「長期未払金」に18,902百

万円含まれている。

デリバティブ債務（固定負債）

「デリバティブ債務（固定負債）」は負債純資産合計

の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲記す

ることとした。なお、前事業年度は固定負債「その他」

に5,857百万円含まれている。
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